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学部の３つのポリシー（現 の３つ（薄墨色）と、カリキュラム・ポリシー追加案（  ）） 
ディプロマ・ポリシー 
○経営学・経済学分野における知識を体系的に学び、複雑化する現代社会を複眼的な視点で捉えることができる。 
○その専門性を⾃⼰存在や社会・⽂化および⾃然に関する学びと関連させて深め、より総合的に把握された理解へと進展さ

せることができる。 
○社会生活を営むうえで必要なコミュニケーションや情報リテラシー等の技能を身につけるとともに、地域社会の一員としての⾃

覚をもち、⾃⼰を律し他者と協働して、地域社会の発展のために積極的に関わることができる。 
○得られた知識や技能を活⽤して、みずからの課題を発 し解決しようとする姿勢を保持し、⾃分⾃身の生き方の根源を 

つめつつ、生きることが学ぶことであるかのように、生涯にわたって学びをつづけることができる。 
 
カリキュラム・ポリシー（教育課程編成方針） 
○多くのことを教えすぎない。「経営経済の専門性をもった教養人を育成する」という本学の教育目標を 4年間で効率的に実

現するため、また学生が集中して学べるように、教えるべき科目を厳選する。 
○教えるべきことは徹底的に教える。教育目標の実現をめざして、厳選した一つひとつの科目および関連する科目群について

は徹底して教える。 
○常になぜかの問いを発し、⾃分の頭で考えるための知識訓練とそこからの創造性を育む。広い視野を醸成し、問題意識を

発展させられるような学びの機会を提供する。 
 
カリキュラム・ポリシー（実施方針） (紙面の少ない大学案内パンフレットには直接載せずに QR コードのみとし、HP に詳
細版を載せて QR コード経由で てもらう。) 
・人材育成モデルに基づいて科目を厳選し、1 年次から段階を踏んで基礎・基幹・展開科目群を配置する。（DP1 に対応） 
・１年次秋から教養科目群を配置し、人⽂科学、社会科学、⾃然科学の３分野全ての教養科目から、まんべんなく履修す

ることを求め、深い 間理解と、広い視野からの複合的で柔軟な思考を養う。（DP2 に対応） 
・グローバル化・情報化社会に対応した「外国語」「コミュニケーション」「情報」に関する科目を、１、２年次を中⼼に配置する。

（DP3 に対応） 
・少人数の演習科目を配置し、より専門的な知 を深めるとともに、⾃らの課題を発 し解決するトレーニングをおこなう。

（DP4 に対応） 
・将来にわたるキャリア形成に必要な知識と態度を身につけるためのキャリア教育科目を全学科共通として配置する。（DP4

に対応） 
 
アドミッション・ポリシー 
○「経営経済の専門性をもった教養人の育成」という本学の教育理念、教育目標に合致した学生を受け入れる。 
○受験学 よりも、入学後の学修に必要な主要教科の基礎学 を備えていると同時に、入学後の学修に関する問題意識

をもち、厳しい修練に耐え抜く強い意志と  管理能 をもった学生を受け入れる。 
○学 だけではなく多様な観点から入学者を選抜するが、総合型選抜Ⅱ期を除くすべての入学者に、大学入学共通テスト

の受験と成績表の提出を義務付ける。 
○学校推薦型選抜については、本学の教育課程を支える GPA データ等に基づく選抜基準によって、入学を許可する。 
○ 寿社会と 度知識基盤社会の要請に応えるため、編入学の学 検査によって入学を許可する。 
○海外帰国  ならびに社会人及び外国 留学 については、学 に関する特別選抜によって入学を許可する。 
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各学科の育成する人材像（学位授与方針・教育課程編成・実施方針） 

(太字は選抜要項と違う部分 統一が必要) 
カリキュラム・ポリシーでは、語尾が「人材を養成するための履修モデルに基づき科目を配置する。」となる。 
 
経営学科 

・市場はもとより、多様な環境の変化に適応するだけでなく、⾃らが戦略的に変⾰を目指し、実践できる人材 
・組織と個人の関わり合いや、組織における複雑な人間関係の問題に焦点をあてながら､多人数の協働を確 し、維

持･発展できる人材 
・会計データを読み、資 の調達や運⽤に関わる財務上の問題を 出し､それに関する解決策を提示できる人材 

経済学科 
・ 融、証券の専 知識をもとに、ファイナンスの問題を解決できる人材 
・ 政や  間部 における政策分析を う能 をもつとともに、プロとしての評価や判断が的確にできる人材 
・企業経営、地域経済、国際経済などのさまざまなレベルで生起する経済問題を分析する能 をもち、それを解決でき
る人材 

地域みらい学科 
・地域の基幹産業や地場産業等の経済活動領域において､新たな事業を創造し､複合事業の開拓を目指す､地域

ビジネスの起業家､リーダーとなる人材 
・⾃治体、社会的企業、NPO 等の公共活動領域において、ビジネス感覚に満ちた政策 案、実 、新たな組織運

営を目指す、地域 政、地域コミュニティ推進のリーダーとなる人材 
 








